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別記様式第 2 号 別添 

浜の活力再生プラン

（第２期）

１．地域水産業再生委員会

再生委員会の構成員 岩手県宮古市、重茂漁業協同組合

オブザーバー 岩手県（沿岸広域振興局水産部宮古水産振興センタ－、岩手県水産技術セ

ンタ－）、岩手県漁業協同組合連合会

対象となる地域の範囲

及び漁業の種類

１．対象となる地域の範囲：岩手県宮古市重茂、音部地区

※重茂半島全域が対象となり、海岸線は、約５５㎞に及ぶ。

（１）世帯数：３６６戸（正組合員３３６戸、准組合員３０戸）

（２）漁業者数：５１１名（正組合員４６７名、准組合員４４名）

※組合員は重茂漁業協同組合（以下「漁協」という。）に所属する組合員（以

下同じ。）

２．漁業の種類について

（１）採介藻漁業：３６６戸（５１１名）、（２）わかめ、こんぶ養殖漁業：

１１８戸（１９５名）、（３）定置網漁業：５経営体

※採介藻漁業は、うに、あわび、天然わかめ、天然こんぶ、雑海藻を採取

する漁業。

※採介藻漁業３６６戸（５１１名）の内、１１８戸（１９５名）がわかめ、

こんぶ養殖漁業を兼業している。

組織名 岩手県宮古市重茂地区地域水産業再生委員会

代表者名 会長 山 崎 義 広（重茂漁業協同組合代表理事組合長）
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２．地域の現状

（１）関連する水産業を取り巻く現状等

宮古市は、岩手県東部の三陸復興国立公園に於け

る沿岸中央部に位置し、面積１，２５９．８９平方

㎞、人口５２，３７９名、世帯数２３，７５１戸（平

成３１年３月３１日現在）で、沿岸部は小さな湾や

入り江からなる三陸特有のリアス式海岸となってお

り、沖合いは、親潮と黒潮が交錯する絶好の漁場環

境であることから、水産業を基幹産業として発展し

ている地域である。そして、宮古市重茂地区は、宮

古市街地の東岸の重茂半島にあって、東経１４２度

４分３４秒、本州最東端の地で海岸線が約５５㎞に

および、面積約７，０００ｈａ、人口１，３９３名、

世帯数４３５戸（平成３１年３月３１日現在）で、

漁業者３６６戸、組合員５１１名（正４６７名、准

４４名）が採介藻漁業、わかめ、こんぶ養殖漁業及

び漁船漁業を営んでいる。

平成２３年３月１１日に発生した東日本大震災による大津波で、わかめ、こんぶ養殖施設や漁船、

漁港等水産業関連施設が壊滅的な被害を受け、漁家経営の根幹を揺るがす大惨事となった。漁協は、

震災後の４月９日に『組合員全員協議会』を開催し、漁業者一人一人の生活維持と漁業の早期再開を

目指し協議を行った。漁協は、震災を免れた漁船と中古漁船を購入し、漁業者乗り合せによる出漁が

可能となったことから、５月の天然わかめ漁、７月のうに漁、１１月のあわび漁を共同で実施し、そ

の収穫を出漁世帯の均等割とし、比較的早期に採介藻漁業を再開した。

その後、平成２３年度から平成２７年度に共同利

用漁船等復旧対策支援事業等の国の支援等により、

新造船整備、漁業用乾燥庫・倉庫並びに各水産業関

連施設、機械装置等の整備など、早期に漁業復興に

向けて取り組んだ。その結果、平成２４年３月に養

殖わかめ、同年５月に養殖こんぶの生産を再開した。

併せて、採介藻漁業及び漁船漁業の生産も徐々に回

復してきたが、近年、漁船用燃油や漁業資材が高騰

したことに加えて、大津波によるあわび稚貝流失と

人工種苗放流の減少による漁獲資源の減少や、磯焼

け現象により天然わかめ、天然こんぶ、うに、あわ

びの生産量が減少するなど、地域の基幹産業である

漁業を取巻く環境は依然厳しい状況にあり、漁家は

苦しい経営を強いられている。

このため、今後、漁業者の所得を向上させて漁家

経営の安定を図りつつ、魅力ある漁村を構築するこ

とが急務となっている。

岩手県における宮古市の位置

東北地区における宮古市の位置
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（２）その他の関連する現状等

重茂地区は、漁協が昭和２８年に『焼うに』の集荷、運

搬、販売を取り扱う「共販事業」をスタ－トし、その後、

あわび、うに、天然わかめ、天然こんぶなどの天然資源や

昭和３７年に開始されたわかめ養殖漁業、昭和４１年に開

始されたこんぶ養殖漁業を基盤として発展してきたが、東

日本大震災津波により、養殖施設や漁船、漁港のみならず、

海岸付近の漁業者の住宅、倉庫、水産業関連施設等が大

破・滅失し、甚大な被害を被った。また、当該地区の漁業

者は、わかめ、こんぶ養殖漁業と採介藻漁業に対する依存

度が高く、特に採介藻漁業は、全漁家の３６６戸が営んで

いることから、水産物の安定な生産、漁業経費のコストダウン、労働条件の改善、漁業後継者の確保、

中核的担い手の育成が急務となっている。

そこで、宮古市は、『宮古市東日本大震災復興計画』を策定し、平成２３年度から平成３１年度ま

での９年間を復興計画期間とし、計画期間のうち、平成２５年度までの３年間を『復旧期』、平成２

６年度から平成２８年度までの３年間を『再生期』、それ以降を『発展期』として位置づけた。この

計画の中で、震災から復興し、さらに発展していくために復興に向けた３つの柱である『すまいと暮

らしの再建』『産業・経済復興』『安全な地域づくり』の各施策を打ち出し、特に地域経済の早期復興

を実現するために、市の基幹産業である水産業については、①つくり育てる漁業再生、②漁港・漁場・

漁村の再生、③生産者の経営再建、④担い手の確保・育成、⑤流通加工体制の整備を取り進め、生産

から流通加工までの一体的な復興・再生を図ることとしている。これを受けて、現在、漁協は、国の

支援等を活用しつつ岩手県、宮古市、関係機関と連携し、当該地区の全漁業者の所得向上、漁家経営

の安定、中核的担い手の育成、魅力ある漁村の構築を目指し取り組んでいる。

３．活性化の取組方針

（１）前期の浜の活力再生プランにかかる成果及び課題等

重茂特産『焼うに』
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（２）今期の浜の活力再生プランの基本方針

 前述の取組により、課題となった項目について、次のとおり対応する。

【養殖漁業の取り組み】

１．わかめ、こんぶ養殖漁業者と漁協は、引き続き早採りわかめ「春いちばん」の増産及び販路拡大

に取り組むとともに、おもえ漁協ネットによる海水温、栄養塩、製造要領等の情報配信（放送、

メ－ル、ＦＡＸ）体制を維持し、最適な作業時期や管理の徹底を図る。漁期時（わかめ２月下旬

～４月中旬、こんぶ５月上旬～８月上旬）には岩手県漁連が委嘱した水産嘱託検査員と漁協担当

者が定期的に漁家を巡回し更なる品質統一、生産性向上等の指導に取り組む。（改善実施のため、

プラン掲載）

２．わかめ、こんぶ養殖漁業者と漁協は、わかめ、こんぶ養殖施設の有効利用及び品質向上と増産の

取組を継続するとともに、わかめ、こんぶ養殖施設の空スペ－スの有効利用と施設増設を行い、

更なる増産に取り組む。（改善実施のため、プラン掲載）

３．県、宮古市、宮古市内の漁協が参画する宮古市漁業就業者育成協議会における漁業就業モデル等

の情報発信、就業者募集、就業研修等の取組に加え、漁協は、小中高生を対象とした漁業体験学

習の実施や高卒者、U ターン者の漁業技術習得のサポート等の独自の取組を継続し、担い手育成

と漁業後継者の確保に努める。（新規、プラン掲載）

【磯根資源の管理、造成の取り組み】

１．漁協は、自場採苗したあわび稚貝を適正な浅場海域等に放流し資源維持に取り組む。（継続実施

のため、プラン掲載）

２．うに稚仔の放流については、近年のうに資源の増加を踏まえ、磯焼け現象を防ぎ、磯根資源の生

息バランスを整える観点から取り組みを中止する。（プランから削除）

３．採介藻漁業者と漁協は、あわび、うに資源量の増大及び身入りの向上を目的とした養殖わかめ、

養殖こんぶ残渣の給餌に取り組む。（継続実施のため、プラン掲載）

４．採介藻漁業者と漁協は、東日本大震災後、急激に増加したうにを適正な浅場海域等へ移植し、資

源管理に取り組む。（継続実施のため、プラン掲載）

５．採介藻漁業者と漁協は、採介藻漁業の操業要領・体制、休漁、禁漁区域の検証を行い、その

結果に基づいて「口開け要領書」等の見直しを行い、漁家経営の安定に繋がる操業に取り組

む。特に、資源が増加しているうに漁については、磯焼け現象を防ぎ、磯根資源の生息バラ

ンスを整える観点から、操業回数の増加を積極的に検討していく。（継続実施のため、プラン

掲載）

６．採介藻漁業者と漁協は、国、県、市、関係機関の協力を得ながら、藻場造成に取り組む。（新規、

プラン掲載）

【地域水産物の付加価値向上の取り組み】

１．漁協は、わかめ、こんぶ等、地域水産物の更なるブランド化について、地理的表示（ＧＩマ－ク）

及び地域団体商標登録に向けて取り組むほか、首都圏の取引先や地元企業とコラボレ－ションし、

地域水産物の特性を生かした独自性の高い新商品の開発に引き続き取り組む。（改善実施のため、
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プラン掲載）

２．採介藻漁業者と漁協は、重茂特産焼うにの増産に向けて、これまで販売展開を行っていなかった

西日本の消費者、量販店等への販路拡大に取り組む。また、その他の地域水産物についても、Ｈ

Ｐを活用した通信販売の強化に取り組む。（継続実施のため、プラン掲載）

３．漁協は、水産加工処理施設等の衛生管理、機能強化を図り、安心、安全な製品の製造に取り組む。

（新規、プラン掲載）

【秋さけ資源の回復の取り組み（新規）】

１．漁協は、秋さけ資源の回復と漁獲量の増大を図るため、計画放流の維持、関係機関と連携した放

流適期の特定、回帰率や生残率向上に向けた稚魚の海中飼育と種卵確保のための海産親魚の活用

に取り組む。（新規、プラン掲載）

【燃油、漁業資材高騰への取り組み】

１．わかめ、こんぶ養殖漁業者と採介藻漁業者は、省燃油を推進するため漁船の減速航行等に取り

組む。（継続実施のため、プラン掲載）

２．こんぶ養殖漁業者は、関係機関と連携して養殖干しこんぶ乾燥工程の省エネ化対策に取り組む。

（継続実施のため、プラン掲載）

３．漁協は、関係機関と連携して燃油補給施設に於ける燃油の価格維持及び安定供給を図る。（継続

実施のため、プラン掲載）

４．漁協は、漁業資材メ－カ－と共同で展示予約販売会を開催し、格安な漁業用資材等の提供を図る。

（新規、プラン掲載）

（３）漁獲努力量の削減・維持及びその効果に関する担保措置

 漁業権行使規則に定める漁獲時期や漁獲サイズ等を遵守するほか、採介藻漁業の漁期前に自主的な

資源量調査を実施し、その結果に基づく操業回数、操業時間を関係漁協と協議して適正な操業を行う。

近年、繁茂状況が悪い天然わかめと天然こんぶについては、禁漁区域を設定するなどの自主的な操業

制限措置により、資源量の維持を図る。

（４）具体的な取組内容（毎年ごとに数値目標とともに記載）

１年目（令和元年度）以下の取組により漁業所得を基準年から５．４％向上させる。

漁業収入向上の

ための取組

【養殖漁業の取り組み】

１．養殖漁業者と漁協は、平成１４年から生産及び販売を開始した成長段階の新芽

を摘み取った早採りわかめ「春いちばん（商標登録品）」について、天然わか

めからの採苗作業（６月下旬～８月上旬）、種苗管理（８月上旬～１０月下旬）、

種苗巻き込み作業（１０月下旬～１１月下旬）の時期に、おもえ漁協ネットで

の海水温と栄養塩の情報配信により、養殖漁業者各自の最適な作業時期と管理

を徹底することで生産の安定化・効率化を図る。また、岩手県水産技術センタ

－が開発した新たな人工種苗生産技術等を活用して生産量の回復を図るとと

もに、漁協の主な取引先である首都圏の生協、市場等へパック製品のプレミア

ム春いちばん（塩蔵加工品）の販売展開を行い、養殖漁業者の所得向上に努め

る。

２．養殖漁業者と漁協は、種苗巻込時期、垂下深度、間引き時期等の適正化の徹底

により、養殖わかめ、養殖こんぶともに幹縄１ｍあたり０．５㎏の増産に取り
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組む。また、更なる増産に向けて養殖施設の空スペ－スの有効利用や養殖施設

の増設を検討する。

３．漁協は、宮古市や他の漁協と連携した宮古市漁業就業者育成協議会の漁業就業

モデル等の情報発信、就業者募集、就業研修等の取組に加え、小中高生を対象

とした漁業体験学習の実施や高卒者、Ｉ・U ターン者の漁業技術習得のサポー

ト等の独自の取組を進め、担い手育成と後継者の確保に取り組む。

【磯根資源の管理、造成の取り組み】

１．漁協は、生産したあわび稚貝１５０万個の適正な浅場海域等への放流を継続し、

あわび資源の回復と増産に取り組む。

２．わかめ、こんぶ養殖漁業者と漁協が協力し、主に天然わかめ、天然こんぶの繁

茂状況が悪い海域へ養殖わかめ、養殖こんぶ残渣を給餌し、あわび、うにの資

源量の増大と身入りの向上に取り組む。

３．採介藻漁業者と漁協は、あわび、うにの生息バランス調整及び資源維持を目的

に天然わかめ、天然こんぶの繁茂状況や適正な漁場環境の調査と検証を行い、

増殖したうにを生息数が少ない適正な浅場の海域へ移植し、うにの身入り向上

と資源管理に取り組む。

４．採介藻漁業者と漁協は、採介藻漁業の操業要領・体制、休漁、禁漁区域の検証

を行い、その結果に基づいて「口開け要領書」等の見直しを行い、漁家経営の

安定に繋がる操業に取り組む。

５．採介藻漁業者と漁協は、国、県、市、関係機関と連携して磯焼け現象の対策効

果を検証するとともに藻場造成に取り組む。

【地域水産物の付加価値向上の取り組み】

１．漁協は、前浜で水揚げされた地域水産物の販路拡大に向けて、地理的表示（Ｇ

Ｉマ－ク）及び地域団体商標登録に向けて取り組むとともに、市場調査及び消

費者のニ－ズに適した品質、規格、価格帯の検証を行い、消費者が求めている

新商品開発に取り組む。

２．漁協は、『焼うに』など地域水産物のＨＰでの紹介やインターネット販売の強

化を図り、採介藻漁業者は、インターネットで販売される水産物の品質の均一

化、安定した生産に取り組む。

３．漁協は、養殖わかめ、養殖こんぶ、天然わかめ、うに、あわびを加工し、製品

化する漁協の水産加工処理施設等の衛生管理と機能強化を図り、更なるブラン

ド化に取り組む。

【秋さけ資源の回復の取り組み】

１．漁協は、さけ稚魚１，７００万尾の計画放流の維持と秋さけ資源の回復による

漁獲量の増大を図るため、稚魚の海中飼育、海産親魚の活用による種卵確保に

取り組む。

漁業コスト削減

のための取組

以下の取組により、漁業経費削減に努める。

【燃油、漁業資材高騰への取り組み】

１．わかめ、こんぶ養殖漁業者と採介藻漁業者は、漁船減速航行（現行速度から２

ノット減速）の徹底、繋留中の機関停止、積載物の削減、船底とプロペラの定

期的な掃除を行い、燃油消費量の抑制に取り組む。
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２．こんぶ養殖漁業者は、養殖干しこんぶの製造時に用いる乾燥機の灯油・重油使

用量削減のため、岩手県水産技術センターその他の関係機関と連携して作成し

配付した昆布乾燥の効率的運用の冊子等を活用して、燃油・電気使用量及び室

内の温湿度の調整を行い、乾燥工程の省エネ化に取り組む。 

３．漁協は、全漁連、岩手県漁連と連携し、燃油価格の維持と燃油補給施設（重茂

給油所）を活用した安定供給と漁業経営セーフティネット構築事業の加入促進

に取り組み、燃油価格の高騰に備える。 

４．漁協は、漁業資材メ－カ－と共同で年１回展示予約販売会を開催し、格安な漁

業用資材等を供給し、漁業経費の抑制に取り組む。 

活用する支援措

置等 

・漁業経営セーフティネット構築事業（国） 
・浜の活力再生・成長促進交付金（国） 

・競争力強化型機器等導入緊急対策事業（国） 

・水産業競争力強化緊急施設整備事業（国） 

・宮古市漁業担い手確保対策事業補助金（市） 

  
２年目（令和２年度）以下の取組により漁業所得を基準年から８．８％向上させる。 

漁業収入向上の

ための取組 

【養殖漁業の取り組み】 

１．養殖漁業者と漁協は、「春いちばん」について、採苗時期、種苗管理、種苗巻

き込み時期等の適正化の徹底による増産と、新たな人工種苗生産技術の活用、

品質の統一化に取り組む。 

２．養殖漁業者と漁協は、種苗巻込時期、垂下深度、間引き時期等の適正化を徹底

し、養殖わかめ、養殖こんぶともに幹縄１ｍあたり０．５㎏の増産に取り組む。

また、養殖施設の空スペ－スの有効利用と養殖施設の増設を検討する。 

３．漁協は、宮古市や他の漁協と連携した宮古市漁業就業者育成協議会の漁業就業

モデル等の情報発信、就業者募集、就業研修等の取組に加え、小中高生を対象

とした漁業体験学習の実施や高卒者、Ｉ・U ターン者の漁業技術習得のサポー

ト等の独自の取組を進め、担い手育成と後継者の確保に取り組む。 

【磯根資源の管理、造成の取り組み】 

１．漁協は、漁協のあわび種苗生産施設で生産したあわび稚貝１５０万個の適正な

浅場海域等への放流を継続し、資源の増産に取り組む。 

２．わかめ、こんぶ養殖漁業者と漁協が協力し、主に天然わかめ、天然こんぶの繁

茂状況が悪い海域へ養殖わかめ、養殖こんぶ残渣を給餌し、あわび、うにの資

源量の増大と身入りの向上に取り組む。 

３．採介藻漁業者と漁協は、あわび、うにの生息バランス調整及び資源維持を目的

に天然わかめ、天然こんぶの繁茂状況や適正な漁場環境の調査と検証を行い、

増殖したうにを生息数が少ない適正な浅場の海域へ移植し、うにの身入り向上

と資源管理に取り組む。 

４．採介藻漁業者と漁協は、採介藻漁業の操業要領・体制、休漁、禁漁区域の検証

を行い、口開け要領書等を見直し、漁家経営の安定に繋がる操業に取り組む。 

５．採介藻漁業者と漁協は、国、県、市、関係機関と連携して磯焼け現象の対策効

果を検証するとともに藻場造成に取り組む。 



13 
 

【地域水産物の付加価値向上の取り組み】 

１．漁協は、前浜で水揚げされた地域水産物の販路拡大に向けて市場調査及び消費

者のニ－ズに適した品質、規格、価格帯の検証を行い、消費者が求めている新

商品開発に取り組む。 
２．漁協は、『焼うに』など地域水産物のＨＰでの紹介やインターネット販売の強

化を図り、採介藻漁業者は、インターネットで販売される水産物の品質の均一

化、安定した生産に取り組む。 

３．漁協は、養殖わかめ、養殖こんぶ、天然わかめ、うに、あわびを加工し、製品

化する漁協の水産加工処理施設等の衛生管理と機能強化を図り、更なるブラン

ド化に取り組む。 

【秋さけ資源の回復の取り組み】 

１．漁協は、さけ稚魚１，７００万尾の計画放流の維持と秋さけ資源の回復による

漁獲量の増大を図るため、稚魚の海中飼育、海産親魚の活用による種卵確保に

取り組む。 

漁業コスト削減

のための取組 

以下の取組により、漁業経費削減に努める。 

【燃油、漁業資材高騰への取り組み】 

１．わかめ、こんぶ養殖漁業者と採介藻漁業者は、漁船減速航行（現行速度から２

ノット減速）の徹底、繋留中の機関停止、積載物の削減、船底とプロペラの定

期的な掃除を行い、燃油消費量の抑制に取り組む。 

２．こんぶ養殖漁業者は、昆布乾燥の効率的運用の冊子等を活用して、乾燥工程の

省エネ化に取り組む。 

３．漁協は、全漁連、岩手県漁連と連携し、燃油価格の維持と燃油補給施設（重茂

給油所）を活用した安定供給と漁業経営セーフティネット構築事業の加入促進

に取り組み、燃油価格の高騰に備える。 

４．漁協は、漁業資材メ－カ－と共同で年１回展示予約販売会を開催し、格安な漁

業用資材等を供給し、漁業経費の抑制に取り組む。 

活用する支援措

置等 

・漁業経営セーフティネット構築事業（国） 
・浜の活力再生・成長促進交付金（国） 

・競争力強化型機器等導入緊急対策事業（国） 

・水産業競争力強化緊急施設整備事業（国） 

・宮古市漁業担い手確保対策事業補助金（市） 

 
 ３年目（令和３年度）以下の取組により漁業所得を基準年から１１．７％向上させる。 

漁業収入向上の

ための取組 

【養殖漁業の取り組み】 

１．養殖漁業者と漁協は、「春いちばん」について、採苗時期、種苗管理、種苗巻

き込み時期等の適正化の徹底による増産と、新たな人工種苗生産技術の活用、

品質の統一化に取り組む。 

２．養殖漁業者と漁協は、種苗巻込時期、垂下深度、間引き時期等の適正化を徹底

し、養殖わかめ、養殖こんぶともに幹縄１ｍあたり０．５㎏の増産に取り組む。

また、養殖施設の空スペ－スの有効利用と養殖施設の増設に取り組む。 

３．漁協は、宮古市や他の漁協と連携した宮古市漁業就業者育成協議会の漁業就業
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モデル等の情報発信、就業者募集、就業研修等の取組に加え、小中高生を対象

とした漁業体験学習の実施や高卒者、Ｉ・U ターン者の漁業技術習得のサポー

ト等の独自の取組を進め、担い手育成と後継者の確保に取り組む。

【磯根資源の管理、造成の取り組み】

１．漁協は、漁協のあわび種苗生産施設で生産したあわび稚貝１５０万個の適正な

浅場海域等への放流を継続し、資源の増産に取り組む。

２．わかめ、こんぶ養殖漁業者と漁協が協力し、主に天然わかめ、天然こんぶの繁

茂状況が悪い海域へ養殖わかめ、養殖こんぶ残渣を給餌し、あわび、うにの資

源量の増大と身入りの向上に取り組む。

３．採介藻漁業者と漁協は、あわび、うにの生息バランス調整及び資源維持を目的

に天然わかめ、天然こんぶの繁茂状況や適正な漁場環境の調査と検証を行い、

増殖したうにを生息数が少ない適正な浅場の海域へ移植し、うにの身入り向上

と資源管理に取り組む。

４．採介藻漁業者と漁協は、採介藻漁業の操業要領・体制、休漁、禁漁区域の検証

を行い、口開け要領書等を見直し、漁家経営の安定に繋がる操業に取り組む。

５．採介藻漁業者と漁協は、国、県、市、関係機関と連携して磯焼け現象の対策効

果を検証するとともに藻場造成に取り組む。

【地域水産物の付加価値向上の取り組み】

１．漁協は、前浜で水揚げされた地域水産物の販路拡大に向けて市場調査及び消費

者のニ－ズに適した品質、規格、価格帯の検証を行い、消費者が求めている新

商品開発に取り組む。

２．漁協は、『焼うに』など地域水産物のＨＰでの紹介やインターネット販売の強

化を図り、採介藻漁業者は、インターネットで販売される水産物の品質の均一

化、安定した生産に取り組む。

３．漁協は、養殖わかめ、養殖こんぶ、天然わかめ、うに、あわびを加工し、製品

化する漁協の水産加工処理施設等の衛生管理と機能強化を図り、更なるブラン

ド化に取り組む。

【秋さけ資源の回復の取り組み】

１．漁協は、さけ稚魚１，７００万尾の計画放流の維持と秋さけ資源の回復による

漁獲量の増大を図るため、稚魚の海中飼育、海産親魚の活用による種卵確保に

取り組む。

漁業コスト削減

のための取組

以下の取組により、漁業経費削減に努める。

【燃油、漁業資材高騰への取り組み】

１．わかめ、こんぶ養殖漁業者と採介藻漁業者は、漁船減速航行（現行速度から２

ノット減速）の徹底、繋留中の機関停止、積載物の削減、船底とプロペラの定

期的な掃除を行い、燃油消費量の抑制に取り組む。

２．こんぶ養殖漁業者は、昆布乾燥の効率的運用の冊子等を活用して、乾燥工程の

省エネ化に取り組む。

３．漁協は、全漁連、岩手県漁連と連携し、燃油価格の維持と燃油補給施設（重茂

給油所）を活用した安定供給と漁業経営セーフティネット構築事業の加入促進

に取り組み、燃油価格の高騰に備える。
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４．漁協は、漁業資材メ－カ－と共同で年１回展示予約販売会を開催し、格安な漁

業用資材等を供給し、漁業経費の抑制に取り組む。

活用する支援措

置等

・漁業経営セーフティネット構築事業（国）

・浜の活力再生・成長促進交付金（国）

・競争力強化型機器等導入緊急対策事業（国）

・水産業競争力強化緊急施設整備事業（国）

・宮古市漁業担い手確保対策事業補助金（市）

４年目（令和４年度）以下の取組により漁業所得を基準年から１３．０％向上させる。

漁業収入向上の

ための取組

【養殖漁業の取り組み】

１．養殖漁業者と漁協は、「春いちばん」について、採苗時期、種苗管理、種苗巻

き込み時期等の適正化の徹底による増産と、新たな人工種苗生産技術の活用、

品質の統一化に取り組む。

２．養殖漁業者と漁協は、種苗巻込時期、垂下深度、間引き時期等の適正化を徹底

し、養殖わかめ、養殖こんぶともに幹縄１ｍあたり０．５㎏の増産に取り組む。

また、養殖施設の空スペ－スの有効利用と養殖施設の増設を検討する。

３．漁協は、宮古市や他の漁協と連携した宮古市漁業就業者育成協議会の漁業就業

モデル等の情報発信、就業者募集、就業研修等の取組に加え、小中高生を対象

とした漁業体験学習の実施や高卒者、Ｉ・U ターン者の漁業技術習得のサポー

ト等の独自の取組を進め、担い手育成と後継者の確保に取り組む。

【磯根資源の管理、造成の取り組み】

１．漁協は、漁協のあわび種苗生産施設で生産したあわび稚貝１５０万個の適正な

浅場海域等への放流を継続し、資源の増産に取り組む。

２．わかめ、こんぶ養殖漁業者と漁協が協力し、主に天然わかめ、天然こんぶの繁

茂状況が悪い海域へ養殖わかめ、養殖こんぶ残渣を給餌し、あわび、うにの資

源量の増大と身入りの向上に取り組む。

３．採介藻漁業者と漁協は、あわび、うにの生息バランス調整及び資源維持を目的

に天然わかめ、天然こんぶの繁茂状況や適正な漁場環境の調査と検証を行い、

増殖したうにを生息数が少ない適正な浅場の海域へ移植し、うにの身入り向上

と資源管理に取り組む。

４．採介藻漁業者と漁協は、採介藻漁業の操業要領・体制、休漁、禁漁区域の検証

を行い、口開け要領書等を見直し、漁家経営の安定に繋がる操業に取り組む。

５．採介藻漁業者と漁協は、国、県、市、関係機関と連携して磯焼け現象の対策効

果を検証するとともに藻場造成に取り組む。

【地域水産物の付加価値向上の取り組み】

１．漁協は、前浜で水揚げされた地域水産物の販路拡大に向けて市場調査及び消費

者のニ－ズに適した品質、規格、価格帯の検証を行い、消費者が求めている新

商品開発に取り組む。

２．漁協は、『焼うに』など地域水産物のＨＰでの紹介やインターネット販売の強

化を図り、採介藻漁業者は、インターネットで販売される水産物の品質の均一

化、安定した生産に取り組む。
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３．漁協は、養殖わかめ、養殖こんぶ、天然わかめ、うに、あわびを加工し、製品

化する漁協の水産加工処理施設等の衛生管理と機能強化を図り、更なるブラン

ド化に取り組む。

【秋さけ資源の回復の取り組み】

１．漁協は、さけ稚魚１，７００万尾の計画放流の維持と秋さけ資源の回復による

漁獲量の増大を図るため、稚魚の海中飼育、海産親魚の活用による種卵確保に

取り組む。

漁業コスト削減

のための取組

 以下の取組により、漁業経費削減に努める。

【燃油、漁業資材高騰への取り組み】

１．わかめ、こんぶ養殖漁業者と採介藻漁業者は、漁船減速航行（現行速度から２

ノット減速）の徹底、繋留中の機関停止、積載物の削減、船底とプロペラの定

期的な掃除を行い、燃油消費量の抑制に取り組む。

２．こんぶ養殖漁業者は、昆布乾燥の効率的運用の冊子等を活用して、乾燥工程の

省エネ化に取り組む。

３．漁協は、全漁連、岩手県漁連と連携し、燃油価格の維持と燃油補給施設（重茂

給油所）を活用した安定供給と漁業経営セーフティネット構築事業の加入促進

に取り組み、燃油価格の高騰に備える。

４．漁協は、漁業資材メ－カ－と共同で年１回展示予約販売会を開催し、格安な漁

業用資材等を供給し、漁業経費の抑制に取り組む。

活用する支援措

置等

・漁業経営セーフティネット構築事業（国）

・浜の活力再生・成長促進交付金（国）

・競争力強化型機器等導入緊急対策事業（国）

・水産業競争力強化緊急施設整備事業（国）

・宮古市漁業担い手確保対策事業補助金（市）

５年目（令和５年度）以下の取組により漁業所得を基準年から１４．０％向上させる。

漁業収入向上の

ための取組

【養殖漁業の取り組み】

１．養殖漁業者と漁協は、「春いちばん」について、採苗時期、種苗管理、種苗巻

き込み時期等の適正化の徹底による増産と、新たな人工種苗生産技術の活用、

品質の統一化に取り組む。

２．養殖漁業者と漁協は、種苗巻込時期、垂下深度、間引き時期等の適正化を徹底

し、養殖わかめ、養殖こんぶともに幹縄１ｍあたり０．５㎏の増産に取り組む。

また、養殖施設の空スペ－スの有効利用と養殖施設の増設に取り組む。

３．漁協は、宮古市や他の漁協と連携した宮古市漁業就業者育成協議会の漁業就業

モデル等の情報発信、就業者募集、就業研修等の取組に加え、小中高生を対象

とした漁業体験学習の実施や高卒者、Ｉ・U ターン者の漁業技術習得のサポー

ト等の独自の取組を進め、担い手育成と後継者の確保に取り組む。

【磯根資源の管理、造成の取り組み】

１．漁協は、漁協のあわび種苗生産施設で生産したあわび稚貝１５０万個の適正な

浅場海域等への放流を継続し、資源の増産に取り組む。

２．わかめ、こんぶ養殖漁業者と漁協が協力し、主に天然わかめ、天然こんぶの繁
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茂状況が悪い海域へ養殖わかめ、養殖こんぶ残渣を給餌し、あわび、うにの資

源量の増大と身入りの向上に取り組む。

３．採介藻漁業者と漁協は、あわび、うにの生息バランス調整及び資源維持を目的

に天然わかめ、天然こんぶの繁茂状況や適正な漁場環境の調査と検証を行い、

増殖したうにを生息数が少ない適正な浅場の海域へ移植し、うにの身入り向上

と資源管理に取り組む。

４．採介藻漁業者と漁協は、採介藻漁業の操業要領・体制、休漁、禁漁区域の検証

を行い、口開け要領書等を見直し、漁家経営の安定に繋がる操業に取り組む。

５．採介藻漁業者と漁協は、国、県、市、関係機関と連携して磯焼け現象の対策効

果を検証するとともに藻場造成に取り組む。

【地域水産物の付加価値向上の取り組み】

１．漁協は、前浜で水揚げされた地域水産物の販路拡大に向けて市場調査及び消費

者のニ－ズに適した品質、規格、価格帯の検証を行い、消費者が求めている新

商品開発に取り組む。

２．漁協は、『焼うに』など地域水産物のＨＰでの紹介やインターネット販売の強

化を図り、採介藻漁業者は、インターネットで販売される水産物の品質の均一

化、安定した生産に取り組む。

３．漁協は、養殖わかめ、養殖こんぶ、天然わかめ、うに、あわびを加工し、製品

化する漁協の水産加工処理施設等の衛生管理と機能強化を図り、更なるブラン

ド化に取り組む。

【秋さけ資源の回復の取り組み】

１．漁協は、さけ稚魚１，７００万尾の計画放流の維持と秋さけ資源の回復による

漁獲量の増大を図るため、稚魚の海中飼育、海産親魚の活用による種卵確保に

取り組む。

漁業コスト削減

のための取組

 以下の取組により、漁業経費の削減に努める。

【燃油、漁業資材高騰への取り組み】

１．わかめ、こんぶ養殖漁業者と採介藻漁業者は、漁船減速航行（現行速度から２

ノット減速）の徹底、繋留中の機関停止、積載物の削減、船底とプロペラの定

期的な掃除を行い、燃油消費量の抑制に取り組む。

２．こんぶ養殖漁業者は、昆布乾燥の効率的運用の冊子等を活用して、乾燥工程の

省エネ化に取り組む。

３．漁協は、全漁連、岩手県漁連と連携し、燃油価格の維持と燃油補給施設（重茂

給油所）を活用した安定供給と漁業経営セーフティネット構築事業の加入促進

に取り組み、燃油価格の高騰に備える。

４．漁協は、漁業資材メ－カ－と共同で年１回展示予約販売会を開催し、格安な漁

業用資材等を供給し、漁業経費の抑制に取り組む

活用する支援措

置等

・漁業経営セーフティネット構築事業（国）

・浜の活力再生・成長促進交付金（国）

・競争力強化型機器等導入緊急対策事業（国）

・水産業競争力強化緊急施設整備事業（国）

・宮古市漁業担い手確保対策事業補助金（市）
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（５）関係機関との連携

 この浜プランに掲げた各取り組みは、岩手県、宮古市、全国漁業協同組合連合会、岩手県漁業協同

組合連合会との連携を強固し、その他に専門機関等のアドバイスを受けながら実施するとともに、首

都圏の生協、量販店、市場や流通、販売業者等との連携強化も図り、取り進めることとする。

４．目標

（１）所得目標

漁業所得１４％向上
基準年

目標年（令和５年度）

（２）上記の算出方法及びその妥当性

（３）所得目標以外の成果目標

地域全体での養殖わかめ、養殖こんぶ、うに、あわびの水揚数量。

品  目 基 準 年 目標年（令和５年度） 備 考

養 殖 わ か め

養 殖 こ ん ぶ

う に

あ わ び

（４）上記の算出方法及びその妥当性
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５．関連施策

  活用を予定している関連施策名とその内容及びプランとの関係性

事業名 事業内容及び浜の活力再生プランとの関係性

漁業経営セーフティ

ネット構築事業（国） 

漁業用燃油等の値上がりに備え、漁業経費の圧縮を図り、漁家所得の向上を

図る。 

浜の活力再生・成長促

進交付金（国） 

水産業共同利用施設を整備することにより、浜の活力再生プランの着実な実

施を図る。 

競争力強化型機器等

導入緊急対策事業

（国）

燃油消費量の削減が見込める機器を導入するなど、漁業経費の圧縮を図るこ

とで、漁家所得を向上させ、市場競争力の強化を図る。

水産業競争力強化緊

急施設整備事業（国） 

競争力強化のために必要となる施設の整備等を推進するために、必要な施設

整備およびそれら施設に関連する旧施設の撤去を支援する。 

宮古市漁業担い手確

保対策事業補助金

（市）

漁業の担い手を確保し、漁業技術の習得と早期の経営安定を図るため、漁業

に意欲を持って新規に参入する新規就漁者又は、新規就漁希望者に対し、就

漁計画に基づき漁業技術の習得を支援する。
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